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▶ 申立書により申請を行った場合に、入居（予定）年月日は、取得後どの位の期間まで認められるのか。
（  入居（予定）年月日の期間）

▶ 租税特別措置法第72条の2の規定は、新築または取得後1年を経過した場合、全く適用が受けられないのか。
（  新築または取得後1年を経過した後の保存登記）

▶ 自己の居住の用に供する家屋A と一緒に、隣接して未登記の別棟の自家用車の車庫を一体として登記した場合、
 租税特別措置法第73条の規定の適用があるのか。
（  別棟の車庫等の移転登記②）

令和6年度税制改正に対応！制度の理解と実務のための１冊！

民間住宅税制研究会　編・著
国土交通省住宅局　編集協力

A5判・458頁・定価3,300円（本体：3,000円＋税10%）

住宅取得時における登録免許税の軽減措置について、
制度解説や豊富な事例のQ&Aで紹介

証明事務の実務対応をサポートします！

本書の特色

   解説編
多数の法令・通達によって規定されている制度、証明事務を簡潔に整理！制度の理解を助けます！

   事例編
実務に即したＱ＆Ａを多数収録！九次改訂では、新たなQ&Aも追加。
 宅地建物取引業者が発行する入居見込み確認書に係る通知
 入居見込み確認書による申請時の添付書類の取扱い　　ほか

   法令・通達編
令和6年4月1日までに改正された通知を収録。証明事務等、実務の法的根拠を確認できます！
〈新規収録通知〉
〇 住宅用家屋の所有権の保存登記等の登録免許税の税率の軽減措置に係る
 宅地建物取引業者の事務について（依頼） (令和6年4月1日・国住経法第51号）
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例えばこのような 疑問 にお 答 えします！



  Ｑ37 別棟の車庫等②
  Ｑ38 別棟の業務用建物
  Ｑ39 新築又は取得後1年を経過した家屋と新築家屋の保存登記
  Ｑ40 建築主と証明書の交付申請者が異なる場合の保存登記
  Ｑ41 錯誤に基づく更正登記

 3 住宅用家屋の所有権の移転登記
  Ｑ42 市区町村長等の確認事項及び確認方法
  Ｑ43 住宅用家屋証明書の記載事項
  Ｑ44 住宅用家屋の未使用証明
  Ｑ45  取得の日
  Ｑ46 競売による取得資産の取得年月日
  Ｑ47 取得後1年を経過した家屋の移転登記
  Ｑ48 建築後1年を経過した家屋の移転登記
  Ｑ49 共有持分の取得に係る移転登記
  Ｑ50 隣接した家屋の移転登記
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  Ｑ53 別棟の車庫等の移転登記②
  Ｑ54 別棟の業務用建物の移転登記
  Ｑ55 中古住宅の売主の範囲
  Ｑ56 中古住宅の建築の日と取得の日
  Ｑ57 昭和56年12月31日以前に建築された家屋
  Ｑ58 耐震基準適合証明書の必要な家屋
  Ｑ59 耐震基準に適合していることを証する書類
  Ｑ60 住宅性能評価書の写し
  Ｑ61 既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約が
    締結されていることを証する書類
  Ｑ62 耐震基準に適合していることを証する書類の取得時期
  Ｑ63 贈与等による移転登記
  Ｑ64 財産分与による移転登記
  Ｑ65 相続人が受ける移転登記
  Ｑ66 代位弁済による移転登記

 4 特定認定長期優良住宅又は認定低炭素住宅の所有権の保存登記等
  Ｑ67 市区町村長等の確認事項及び確認方法
  Ｑ68 認定住宅の計画実施者でない共有者
  Ｑ69 建築後使用されたことのある認定住宅の移転登記
  Ｑ70 第3号様式（変更認定申請書）及び第4号様式
   （変更認定通知書）による申請
  Ｑ71 所得税減税用の住宅用家屋証明書の発行
  Ｑ72 交付申請添付書類の代替

 5 住宅取得資金の貸付け等に係る抵当権の設定登記
  Ｑ73 保存登記又は移転登記との関係
  Ｑ74 租税特別措置法第75条の適用対象住宅の範囲
  Ｑ75 家屋の所有者名義人と債務者名義人が異なる場合
  Ｑ76 増築に必要な資金の貸付け等に係る抵当権設定の登記
  Ｑ77 床面積の増加を伴わないリフォーム（改築）を行った場合の
   抵当権設定の登記
  Ｑ78 住宅ローンの借り換えのための抵当権設定登記

九次改訂 登録免許税の軽減のための 
住宅用家屋証明の手引き 定価3,300円（本体3,000円＋税10％）［041301］ 部

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!第一法規ストア 検　索お申し込みはコチラ

家屋証明（九改）（041301）2024.10

□公用
□私用
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この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

書　　　　名 価格 部数

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)かフリーダイヤルにてご連絡ください。フリーダイヤル　 TEL.0120-203-696  　 FAX.0120-202-974

お客様の個人情報の
取扱いについて

キ　リ　ト　リ　線

取 扱 い申　込　書　〈第一法規刊〉

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
　 FAX.0120̶302̶640
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